
消防庁長官就任に当た
り、一言、ご挨拶を申し
上げます。はじめに、そ
れぞれの地域において、
火災をはじめとする各種
の災害から、住民の生命、
身体、財産を守るため、
昼夜をわかたず消防防災
活動にご精励いただいて
おります全国の消防職団
員の皆様のご労苦に対し、心から敬意を表しますと
ともに、深く感謝申し上げます。
さて、昨年、我が国の消防は、自治体消防として

発足して以来、５０周年を迎えたところであり、この
半世紀の間、関係者のたゆまぬ努力の積み重ねによ
り、組織、施設、装備等の各般にわたり着実に発展
を遂げてまいりました。また、本年８月に発生した
トルコ共和国西部地震及び９月に発生した台湾地震
災害の際には、国際消防救助隊を派遣し、高度な資
機材を用いた救助活動を行うなど、様々な国際協力
も行ってまいりました。
一方で、我が国は、これまで多くの災害を経験し

てきており、近年においても、平成７年１月に戦後
最大の被害をもたらした阪神・淡路大震災が発生し、
その後も、地下鉄サリン事件、鹿児島県出水市にお
ける土石流災害、ナホトカ号及びダイヤモンドグレ
ース号の海難事故、全国各地での豪雨や台風による
風水害、先月３０日の茨城県東海村ウラン加工施設事
故など、住民の安全を脅かす災害・事故が相次いで
発生しております。
また、災害・事故の態様は、都市化や高齢社会の

進展などに伴って、複雑
多様化、大規模化の一途
をたどっており、災害や
事故に対する不断の備え
の重要性はますます増大
し、国民の消防に寄せる
期待は極めて大きなもの
となっております。
２１世紀に向けて、地方
公共団体が、安全で安心

な地域社会の実現に向け、その使命を十分に果たし
ていくことができるよう、国としても地方公共団体
が行う消防防災対策の強化のための取組みに対し、
ハード・ソフト両面にわたる積極的な支援を行い、
災害に強い安全なまちづくりを強力に推進すること
が極めて重要であると考えております。
消防庁としては、今後とも、総合的な防災対策の
推進、高度防災情報通信体制の整備促進、消防力の
充実強化と教育訓練の充実、消防団の充実強化、自
主的防災体制の強化の推進、救急・救助業務の充実
強化、総合的な防火安全対策の推進、危険物施設等
の安全の確保及び特殊災害対策の充実強化、技術革
新等に対応した規制改革の推進、消防防災技術の高
度化、国際化への対応などを重点とした施策を強力
に展開してまいりたいと考えております。
私は、消防庁長官として、消防の使命の重大さを
肝に銘じつつ、消防防災行政の推進及び消防防災体
制の充実強化に全力を尽くしてまいる所存でありま
すので、皆様のご支援、ご協力をよろしくお願い申
し上げます。
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「就任に当たって」

消防庁長官

鈴木 正明
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全国では毎年約６万件の火災が発生し、およ

そ２千人の方が亡くなっています。特に秋から

冬にかけては、暖房器具やたき火などいろいろ

な所で火気を使う機会が多くなり、空気も乾燥

している日が多く、火災が発生しやすい時期と

なっています。消防庁では、このような時期を

迎えるに当たって、一人ひとりが火災予防の知

識を持ちそれを実践することにより、火災の発

生を防止し死傷事故や財産の損失を防ぐことを

目的として、１１月９日	から１５日�までの７日
間、全国的に火災予防運動を行っています。

期間中には、住宅防火診断、防火講習会、防

火指導など様々な行事を予定しておりますので、

積極的に参加して防火知識・技能の習得に努め

ましょう。

本年は『あぶないよ ひとりぼっちにした

その火』を統一標語とし、住宅火災による高齢

者等の死者を大幅に減少させることを目指す

「住宅防火対策」、さらには増加傾向にある放

火火災を減少させるための「放火火災予防対

策」への積極的な取組を始めとした重点目標及

び推進項目を次のとおり掲げて推進します。

１ 重点目標

� 住宅防火対策の推進

� 地域における防火安全体制の充実

� 特定防火対象物等における防火安全対策

の徹底

２ 推進項目

� 住宅防火対策の推進

ア 高齢者等の対策に重点を置いた死者発

生防止対策の推進

イ 住宅防火意識の高揚を図るための地域

に密着した広報の実施

ウ 広範な機会を捉えた住宅防火診断の実

施

エ 地域の実情を踏まえた住宅防火モデル

事業の推進

オ 住宅用火災警報器など住宅用防災機器

等の普及の推進

� 地域における防火安全体制の充実

ア 自主防災組織の整備充実

イ 放火防止のための自主防火体制の充実

ウ 在日外国人に対する火災予防広報の実

施

� 特定防火対象物等における防火安全対策

の徹底

ア 防火管理体制の充実

イ 防火基準適合表示制度（適マーク制

平成１１年秋季全国火災予防運動の実施について

予 防 課
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度）の適正な運用

ウ 避難施設等及び消防用設備等の維持管

理の徹底

エ 実態に即した消防用設備等の設置の推

進

オ 防炎物品の使用の徹底及び防炎製品の

使用の推進

カ 特定違反対象物に対する是正指導の推

進

キ 工場、倉庫等の防火安全対策の徹底

ク 文化財建造物の防火安全対策の徹底

また、火災予防運動の実施に当たっては、「火

の用心７つのポイント」を使って積極的に広報

を行っていきます。

～火の用心７つのポイント～

１ 家のまわりに燃えやすいものを置かない。

２ 寝たばこやたばこの投げ捨てをしない。

３ 天ぷらを揚げるときは、その場を離れな

い。

４ 風の強いときは、たき火をしない。

５ 子供には、マッチやライターで遊ばせな

い。

６ 電気器具は正しく使い、たこ足配線はし

ない。

７ ストーブには、燃えやすいものを近づけ

ない。

救急の日を前に前年の救急・救助業務の実施

状況を速報値として公表いたしましたので、そ

の概要について以下述べます。

� 救急業務の概要

１ 救急業務の実施市町村数は、全国３，２３０

市町村（６７２市、１，９９０市、５６８村）の９７．９％

に当たる３，１６３市町村（６７２市、１，９６２町、

５２９村）で実施されています。

（東京都の特別区は、１市として計上し

ている。以下同じ。）

救急隊は、平成１１年４月１日現在で４，５５３

隊となっており、前年の４，５１５隊に比較し、

３８隊増加しています。

◯救急業務実施市町村数及び救急業務実施市町村人口

※全国の市町村数は、平成１０年４月１日現在３，２３３市町村、平成１１年４月１日現在、３，２３０市町村である。
※救急業務人口カバー率は平成７年国勢調査確定値人口１２５，５７０，２４６人との割合による。

救急救助の現況について

救急救助課

区 分 平成１０年
４月１日現在

平成１１年
４月１日現在 対前年増減数 対前年増減率

（％）

救急業務実施
市 町 村 数 ３，１５０ ３，１６３ １３ ０．４

救急業務実施
市町村率（％） ９７．４ ９７．９ ０．５

救急業務実施
市 町 村 人 口 １２５，２６８，７４５ １２５，３１２，４７３ ４３，７２８ ０．０３

救急業務人口
カバー率（％） ９９．８ ９９．８ ０
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救急隊員の資格を有している消防職員は、

９万４，８４１人（前年９万２，８５４人）であり、

このうち、現に救急業務に従事している救

急隊員は、５万５，７１７人で、前年に比較し、

３０７人（０．６％）増加しています。救急自動

車の保有台数は、５，２５１台で、前年の５，１９７

台に比較すると５４台（１．２％）増加してい

ます。

２ 救急業務の実施状況（平成１０年中）

救急出場件数は、救急自動車及びヘリコプ

ターによる出場も含め３７０万２，０７５件（前年３４７

万６，５０４件）、救急自動車による搬送人員３５４

万５，９７５人（前年３３４万２，２８０人）で前年に比

較し、救急出場件数で２２万５，５７１件（６．１％）、

搬送人員で２０万３，６９５人（６．１％）それぞれ増

加しています。

事故種別ごとにみた救急出場件数及び搬送

人員の状況は、前年と同様いずれも第１位が

急病、第２位が交通事故でした。

現場到着所要時間（救急事故の覚知から現

場に到着するまでに要した時間）の全国平均

は、６．０分（前年６．１分）となっており、収容

所要時間（救急事故の覚知から医療機関に収

容されるまでに要した時間）の全国平均は、

◯ 救急隊員等

◯ 現場到着平均所要時間及び収容平均所要時間の状況 （単位：分）

※現場到着平均所要時間とは、覚知から救急自動車による現場到着までの平均所要時間をいう。
※収容平均所要時間とは、覚知から救急自動車による医療機関収容までの平均所要時間をいう。

◯ 救急自動車による事故種別救急出場件数及び搬送人員の状況

区 分 平成１０年
４月１日現在

平成１１年
４月１日現在

対 前 年
増 減 数

対 前 年
増減数（％）

救急隊員としての資格を
有 す る 消 防 職 員 数 ９２，８５４ ９４，８４１ １９８７ ２．１

現に救急業務に従事して
い る 救 急 隊 員 数 ５５，４１０ ５５，７１７ ３０７ ０．６

救 急 隊 数 ４，５１５ ４，５５３ ３８ ０．８

救急自動車保有台数 ５，１９７ ５，２５１ ５４ １．０

区 分 平成５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年

現場到着平均所要時間 ５．７ ５．８ ６．０ ６．０ ６．１ ６．０

収容平均所要時間 ２３．１ ２３．６ ２４．２ ２４．４ ２６．０ ２６．７

区 分
平成９年中
出場件数

（搬送人員）

平成１０年中
出場件数
（搬送人員）

対前年増減
対前年増減率
（％）構成比

（％）
構成比
（％）

急 病
１，８９９，９８７ ５４．６ ２，０６２，２６１ ５５．７ １６２，２７４ ８．５
（１，７７８，６３２） （５３．２） （１，９２８，２５６） （５４．４） （１４９，６２４） （８．４）

交 通 事 故
６２７，６０３ １８．０ ６２５，０１２ １６．９ △２，５９１ △０．４
（７０７，７０６） （２１．２） （７０４，１６３） （１９．９） （△３，５４３） （△０．５）

一 般 負 傷
４１３，９４０ １１．９ ４４９，７１７ １２．２ ３５，７７７ ８．６
（３８９，９７３） （１１．７） （４２３，７８０） （１１．９） （３３，８０７） （８．７）

そ の 他
５３４，９７４ １５．５ ５６４，３２５ １５．２ ２９，３５１ ５．５
（４６５，９６９） （１３．９） （４８９，７７６） （１３．８） （２３，８０７） （５．１）

合 計
３，４７６，５０４ １００．０ ３，７０１，３１５ １００．０ ２２４，８１１ ６．５
（３，３４２，５０４） （１００．０） （３，５４５，９７５） （１００．０） （２０３，４７１） （６．１）
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２６．７分（前年２６．０分）となっています。

３ 救急業務高度化の状況

平成１１年４月１日現在、救急救命士の資格

を有する消防職員の総数は、７，５２３名で、救

急救命士による業務は、４７都道府県の７５１消

防本部で運用実施されています。

平成１０年中の応急処置件数のうち、救急�
課程修了者や救急救命士の行う拡大された応

急処置の実施件数は、５，１５３，７９６件となって

います。また、高規格救急自動車の配置状況

は、平成１１年４月１日現在で、２，１２２台とな

っています。

� 救助活動の概要

１ 救助活動実施体制の現況（平成１１年４月１

日現在）

平成１１年４月１日現在、全国で救助隊を設

置している消防本部は、９１１消防本部の９５．４％

に当たる８６９消防本部となっています。

救助隊を設置している消防本部の管轄対象

となっている市町村は、全国の３，２３０市町村

のうち９４．０％に当たる３，０３７市町村（６６９市

１，８５７町５１１村）となっています。

◯ 救急救命士の運用年次推移

※本表は平成４～７年が８月１日、平成８～１０年が７月１日、平成１１年が４月１日現在のものである。

〇 拡大９項目の応急処置等の件数

区 分 資格者数 運用人数 運用隊数 運用本部数

平 成 ４ 年 ５９１ ４８３ １６８ １３

５ 年 １，００３ ５４１ ２２１ ５３

６ 年 １，７９８ １，３６９ ４９９ １４８

７ 年 ２，７４８ ２，２３２ ７３０ ２６３

８ 年 ４，１６４ ３，３３８ １，０５７ ４３０

９ 年 ５，５２４ ４，５５６ １，３３３ ５５４

１０年 ６，９２０ ５，８４６ １，６７８ ６６６

１１年 ７，５２３ ６，７５７ ２，０４０ ７５１

処置内容 平成５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年

自動心マッサージ器 ３５７ ５７１ ８７５ １，０２０ １，１４７ １，６６１

在宅療法の継続 ３，８６５ ５，３８２ ３，７７４ ４，９７９ １０，０４８ １２，４６３

ショックパンツ １６２ ５１７ ２５０ ３６０ ４１９ ５４８

血圧測定 ２５６，７５９ ５２８，４３２ ８３８，４２４ １，１７３，２２３ １，５７４，０２３ ２，０１０，３７４

心音呼吸音聴取 １０６，６２４ １９７，０５１ ２８１，７２７ ３７０，５９１ ４７６，４８６ ６１６，８９１

血中酸素飽和度測定 ２２８，３７９ ５１１，６８６ ８３６，６５０ １，２２０，２４４ １，６５５，７３１ ２，１４２，７２８

心電図伝送等 ３４，７１２ ７８，１４１ １２３，９１６ １８４，１８３ ２３６，０２３ ２９７，３４５

経鼻エアウェイ ７，７６６ １４，８１８ ２０，４０４ ２５，０８６ ２９，６５９ ３０，９５５

口頭鏡・マギール鉗子 ３，３１０ ５，３７９ ６，６９６ ７，６５９ ９，５１０ １２，１７７

拡大９項目小計
（指数）

６４１，９３４ １，３４１，９７７ ２，１１２，７１６ ２，９８７，３４５ ３，９９３，０４６ ５，１２５，１４２

（１００） （２０９） （３２９） （４６５） （６２２） （７９８）

特定３項目小計
（指数）

３，８６１ ９，６８７ １１，９８５ １５，９９６ ２１，６６０ ２８，６５４

（１００） （２５１） （３１０） （４１４） （５６１） （７４２）

拡大処置範囲計
（指数）

６４５，７９５ １，３５１，６６４ ２，１２４，７０１ ３，００３，３４１ ４，０１４，７０６ ５，１５３，７９６

（１００） （２０９） （３２９） （４６５） （６２２） （７９８）
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救助隊は全国に１，５２８隊設置されており、

前年の１，５０９隊と比較し、１９隊（１．３％）増加

しており、このうち３１．３％に当たる４７９隊が

専任救助隊となっています。なお、救助隊員

数は、２万３，８４６人（うち専任６，９７８人、兼任

１万６，８６８人）となっています。

２ 救助活動の実施状況（平成１０年中）

平成１０年中における全国の救助活動の状況

は、救助出動件数６万１，７８５件（前年５万７，５３３

件）、そのうち救助活動件数は、３万８，２４１件

（前年３万５，０５０件）で、救助人員は４万４５６

人（前年３万５，１０５人）となっています。

また、救助活動を実施するために出動した

人員は、延べ１０５万５，４５４人（うち消防職員８９

万５，０３４人、消防団員１６万４２０人）でした。

火災時における救助活動の状況は、救助活

動件数６，３７３件（前年６，７５０件）、救助人員１，１１５

人（前年１，４０３人）、救助出動人員延べ３８万

１，９４０人（うち消防職員２５万２，６０５人、消防団

員１２万９，３３５人）となっており、火災以外の

災害時における救助活動の状況は、救助活動

件数３万１，８６８件（前年２万８，３００件）、救助

人員３万９，３４１人（前年３万３，７０２人）、救助

出動人員延べ６７万３，５１４人（うち消防職員６４

万２，４２９人、消防団員３万１，０８５人）となって

います。

事故種別ごとに救助活動の状況をみると、

救助出動件数で最も多いのは、交通事故の３

万２，６９９件で全体の５２．９％を占めています。

次いで、建物等による事故７，８１４件（１２．７％）、

火災６，３７３件（１０．３％）の順となっています。

また、救助活動件数は交通事故が最も多く

１万７，８１４件で全体の４６．６％を占め、次に多

いのは、火災の６，３７３件（１６．７％）、以下、建

物等による事故、水難事故、機械による事故

の順となっています。

救助人員については、交通事故によるもの

が最も多く、２万３，２５７人で全体の５７．５％を

占めており、救助活動１件あたり平均１．３人

を救助していることになります。次いで建物

等による事故の６，１４０人（１５．２％）、以下、自

然災害、水難事故、機械による事故の順とな

っています。

○ 救助活動体制の現状

○ 救助活動の状況

・概況

※救助出動件数とは、消防機関が救助活動を行う目的で出動した件数である。
※救助活動件数とは、救助出動件数のうち実際に救助活動を実施した件数である。

区 分
救助隊設置
消防本部数

救助業務実
施市町村数

救助隊数 救助隊員数

平１１．４．１現在 ８６９ ３，０３７ １，５２８ ２３，８４６

平１０．４．１現在 ８７５ ３，０１８ １，５０９ ２３，４２２

対 前 年 増 減 数 △６ １９ １９ ４２４

対前年増減率（％） △０．７ ０．６ １．３ １．８

区 分 救助出動件数 救助活動件数 救助人員

平 成 １０ 年 中 ６１，７８５ ３８，２４１ ４０，４５６

平 成 ９ 年 中 ５７，５３３ ３５，０５０ ３５，１０５

対 前 年 増 減 数 ４，２５２ ３，１９１ ５，３５１

対前年増減率（％） ７．４ ９．１ １５．２

－６－



１ はじめに

８月１７日午前９時過ぎにトルコ国イスタン

ブルを含む西部地域において発生したトルコ

国西部地震災害に対し、日本の５つの消防機

関の消防隊員２４名と消防庁職員１名の計２５名

が IRT（国際消防救助隊）を組織し、外務省

１名、海上保安庁７名、JICA（国際協力事

業団）４名と共に我が国の JDR（国際緊急

援助隊）救助チームとして、震源から約５０km

西に位置するヤロバ県で人命検索・救助活動

を行いましたのでその概要を紹介します。

今回の JDR救助チーム計３７名は、１７日２１

時に成田国際空港で結団式を行った後２４日午

後に帰国し解団式を終えるまでの間、終始一

体のチームとして活動を行いました。

なお、日本とトルコ国とは６時間（サマー

タイム中であり本来は７時間）の時差があり、

文中の時間表記は、現地での活動は現地時間

で表記する外、基本的には日本時間で表記し

必要に応じ現地時間を特記しました。

２ IRTの派遣準備

� トルコ国西部地震は現地時間の１７日午前

３時過ぎに発生し、当初の情報は、西部の

都市イズミット付近を震源とし地震規模は

マグニチュード６．７と発表されました。

また、被災情報の内容は、発災後２時間

後の配信情報では、少なくとも１人が死亡

し３４人が負傷とのことでしたが、発災後４

時間以上経過し現地の夜が明けた頃の配信

情報では、死傷者の規模が一桁増え、犠牲

者はさらに増える恐れもあるとされました。

� 消防庁は、地震情報を受けて外務省と緊

密な連絡を取り被害状況と緊急出動の可能

性の把握に努め、また、午後になると、

USGS（米国地質調査所）が発表したマグ

ニチュード７．８の推定値を入手したこと等

から IRT の派遣に必要な事前準備作業に

入りました。

� １６時３２分、外務省からトルコ国から救助

チームの派遣について正式に協力要請があ

った旨の連絡と IRT の派遣協議があり、

消防庁では直ちに IRT の編成を開始しま

した。

３ IRTの構成等

・事故種別救助活動状況（平成１０年中）

※（ ）内は構成比を示す。
※火災時の救助出動件数は、出動し実際に救助活動を実施した場合に出動件数として計上している。
したがって救助出動件数と救助活動件数は同数となっている。

区 分 火 災 交 通
事 故

水 難
事 故

自 然
災 害

機械に
よる事
故

建物等
による
事故

ガス及
び酸欠
事故

爆 発
事 故

その他 合 計

救助出動
件数（件）

６，３７３ ３２，６９９ ２，７５８ ５１６ １，９３８ ７，８１４ ２５１ ６ ９，４３０ ６１，７８５
（１０．３） （５２．９） （４．５） （０．８） （３．１） （１２．７） （０．４） （０．０） （１５．３） （１００）

救助活動
件数（件）

６，３７３ １７，８１４ １，７６３ ２８６ ９９６ ６，０３３ １０５ ２ ４，８６９ ３８，２４１
（１６．７） （４６．６） （４．６） （０．７） （２．６） （１５．８） （０．３） （０．０） （１２．７） （１００）

救助人員
（人）

１，１１５ ２３，２５７ １，５７５ ２，２２１ １，３１１ ６，１４０ ９０ ７ ４，７４０ ４０，４５６
（２．８） （５７．５） （３．９） （５．５） （３．２） （１５．２） （０．２） （０．０） （１１．７） （１００）

トルコ国西部地震災害における国際消防救助隊の活動概要

について

救急救助課
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IRT は、自治省消防庁１名、東京消防庁

１２名、川崎市消防局４名、神戸市消防局４

名、市川市消防局２名、尼崎市消防局２名

の計２５名で構成し、消防庁長官により東京

消防庁の高橋智章消防司令長が隊長に任命

されました。

４ 被災地までの移動

JDR は、被災国内の空港までの移動には

商用機を用います。

今回はより迅速な派遣を期するため、１７日

中に出発する第一次派遣隊（先発隊）と翌１８

日に出発する第二次派遣隊（後発隊）の２度

に分けて派遣しました。

先発隊は、IRT から総括官と隊長を含む計

１５名が参加し、外務省１名、海上保安庁３名、

JICA１名と共に成田空港に集合し、１７日２１

時５５分のパリ行きの飛行機で出発し、パリで

の数時間のトランジットを経て１８日１４時２０分、

イスタンブル空港に到着しました。

そこで、日本総領事館員から、ヤロバ県に

向かうようにとのトルコ当局の指示と、また、

既にヨーロッパ内の数カ国の救助チームが到

着し震源地のイズミット等へ向かったとの情

報が伝えられました。

因みにヤロバ県は震源から約５０kmほど離

れていますが、９月６日現在で全壊建物約

２１，０００棟の内約９，１００棟が集中した最も建物

被害が大きい県であり、海外の救助チームの

多くが既に震源地に向かった段階でのトルコ

当局の指示内容は適切であったと考えます。

先発隊は、陸路とフェリーボートを経由し、

１８日１９時４５分ごろ、ヤロバ市内の運動公園に

設けられた災害対策本部に到着しました。

途中、フェリー乗り場で相当の待ち時間が

生じたので、水と食料の保有状況を確認し、

当面の部隊行動に必要な分を調達しました。

JDRの物資調達等の後方支援を担当する

JICAは、通常、水、食料を日本から携行し

ますが、緊急出動の際には現地で調達するこ

ともあります。例えば、本年１月のコロンビ

ア地震災害でアルメニア市に出動した際には、

アルメニア空港において、現地調達した水等

の物資を２トン余り積み込み、被災地に入り

ました。

運動公園には、日本チームと相前後して、

ルーマニアチーム及びフランスNGOチーム

が到着しました。

次に、後発隊は、IRT から計１０名が参加し、

海上保安庁４名、JICA３名と共に計１７名の

隊を編成し、１８日１２時にパリ経由のイスタン

ブル行き直行便で成田空港を出発し、先発隊

と同様の経路を経て、１９日５時前に災害対策

本部に到着しました。

５ 現地活動概要

� １日目（８月１８日）

・先発隊は、災害対策本部に到着した後、情

報収集及びトルコ当局との活動地域の協議

を行い、２０時（発災後４１時間）に最初の活

動拠点を本部から約８km東にあるカラム

ルセル地区と決め、地区関係者の案内を得

て移動を開始しました。

・カラムルセル地区では翌日４時まで徹夜の

活動を続け、人命検索を３カ所で実施し、

要救助者５名を発見、３名を死亡救出した

後、現場敷地内で野宿し仮眠を取りました。

・深夜過ぎに、団長、総括官等は、後発隊の

受け入れ準備と情報収集等のため、災害対

策本部に戻りました。

・後発隊は翌日５時前に災害対策本部に到着

イスタンブル側フェリー乗り場に待機する救急車

－８－



し、携行資機材の点検と本部基地設営を行

い、また、団長・総括官と共に新たな活動

地点候補の情報収集及び現地調査等を行い

ました。

� ２日目（８月１９日）

・カラムルセル地区の先発隊は６時に活動を

再開し、後発隊が設営した本部基地に戻り

ました。

・災害対策本部からの新たな情報により、７

時に総括官は後発隊の数名と先遣隊を組み

本部基地を出発し、徒歩で１５分ほどの現場

で人命検索を開始しました。

５分ほどで要救助者１名（死亡）を発見

したことから、そこを活動地点として検索

救出作業を行うこととし、後発隊の残りと

本部基地に帰還した先発隊とが順次投入さ

れました。

・１１時４９分、前記の活動地点で要救助者２名

の救出活動を行う日本チームに別の活動情

報が入ったため、先遣隊を派遣し人命検索

したところ生存者を発見しました。

直ちに救出活動に移り、１２時３８分、７４才

の女性生存者を発災から５７時間３７分後に救

助し、救急車に収容しました。

・前記の検索救助活動の外にも、災害対策本

部情報により先遣隊を組み新たな地点で活

動を行い、合計で１８時過ぎまでの間に人命

検索を８カ所で実施し、要救助者３名を発

見、２名を救出（生存者１名、死亡１名）

しました。

・１８時１８分頃、マグニチュード５．０の地震が

発生し、その後２０分ほど情報収集に集中し、

余震に伴う新たな救助活動案件の発生の有

無を確認しました。

・１８時４４分、本部基地に連絡要員を残し宿泊

場所に移動を開始しました。宿泊場所では

救助チーム内で対策会議を行う一方、団長

等は到着した医療チームと調整会議を行い

ました。

JDRは、通常、活動する被災地におい

て、既存の宿泊施設が利用可能であれば宿

泊し、利用できない、又は存在しない場合

には、日本から携行するテントや、車両内

等で宿泊します。今回は、１９日以降は、災

害対策本部から最も近い場所に確保できた

ホテルに宿泊室を確保し、これにより地元

テレビ等からの広域的な災害情報の把握が

人命検索の様子（真中は外国救助犬チームのハンドラー）

７４歳の女性の救出作業

救出現場での撤収業（現場周囲を数百人の市民が囲んだ）

－９－



可能となりました。

� ３日目（８月２０日）

・朝食の後６時３０分に宿泊場所を出発し、途

中、被災地域の状況を確認し、８時に本部

基地に到着し、その後、昨日に引き続き、

災害対策本部情報により先遣隊を組み、ヤ

ロバ市内、カラムルセル地域内等の活動地

点で人命検索を行いました。

・新たな活動現場の中には、既に他の救助チ

ームによる検索活動が終了し、取り壊し作

業が進められているところが出始め、特に

行方不明者の家族からのかけ込み依頼に基

づき出動した際に、家族と取り壊し作業関

係者との板挟みになった事案が複数出まし

た。

倒壊建物の取り壊し作業の実施について

は、災害対策本部が救助チームの検索結果

等を勘案して決定するものであり、その作

業中に日本チームが検索活動を実施するた

めには、当然、災害対策本部との調整と他

の救助チームの批判を受ける覚悟とが必要

です。

このため、駆け込み依頼については基本

的に、最初に災害対策本部に相談してもら

い、日本チームは災害対策本部経由の情報

に基づき出動することを隊内で確認しまし

た。

・午前中に災害対策本部で懸案のヤロバ市街

地図の入手を図ったが見つからず、NGO

の連絡調整本部の壁に貼られた手書きの拡

大地図を許可を得てビデオカメラで撮影し

たところ、午後になって地元のNGOグル

ープから地図が届けられました。

・３日目は人命検索を７カ所で実施し、要救

助者４名を発見、１名を救出（死亡１名）

し、２０時に、救助隊員は宿泊場所に移動を

開始しました。

� ４日目（８月２１日）

・朝食の後６時３０分に宿泊場所を出発し、途

中、被災地域の状況を確認し、８時前に本

部基地に到着し、引き続き、災害対策本部

情報により先遣隊を組み、ヤロバ市内、カ

ラムルセル地域内等の活動地点で人命検索

を行いました。

また、新たに隊員を２班に分けて、交代

で市内を巡視し情報収集を図りました。

・一方、発災後１００時間が経過し被災建物の

取り壊し作業が活発化する中、救助活動を

いつまで継続できるか検討を始めましたが、

特にトルコ当局の意向に関する情報が集ま

らず、救助作業が長期化する可能性が大き

くなりました。

このため、１４時を以て翌日からは早番と

遅番で交代して万全の活動態勢を確保する

こととし、これに伴い、先発隊の多くを早

番に指定し、１５時を以て宿泊場所に移動開

始し待機態勢を取らせると共に、残りの隊

員を遅番に指定し救助活動を継続すること

人命検索作業

災害対策本部の救助活動の最高責任者との会談
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としました。

・１６時頃、災害対策本部の救助活動の最高

責任者が各国救助隊の責任者一同と面会し、

一連の活動に対し感謝の意が述べられ、特

に日本チームの活動に対する謝辞がありま

した。

この段階で、日本の救助チームは各国と

ほぼ同時期に引き上げることを決定しまし

た。

・発災後１１０時間を超えた１８時３０分頃、NGO

の連絡調整本部で外国チームの調整役を任

じていたオーストリアチームのリーダーか

ら、生存者発見の最後の機会として翌日未

明までの捜索活動を計画しており、日本チ

ームの参加方呼びかけがありました。

日本チームは、活動内容を検討し、種々

の検索機器を有していたが比較的小規模人

数であったため、隊員を一次的捜索活動に

分散して参加させるよりも、NGO、ボラ

ンティア等の一次捜索に基づき、ポイント

を絞った形で協力する方法により、翌朝ま

で活動を継続した後帰国することを決めま

した。検討結果をNGOの連絡調整本部に

伝え、また、２２時頃に災害対策本部内のヤ

ロバ県知事と会談しその旨を伝えたところ、

深い感謝の言葉がありました。

日本チームは、本部員と遅番が本部基地

で引き続き救助活動体制を維持し翌朝まで

活動を継続し、早番は宿泊場所で出動待機

体制を維持し救助事案が発生した場合に備

えました。

・４日目は合計で人命検索を３カ所で行いま

したが、要救助者の発見はありませんでし

た。

� ５日目（８月２２日）

・６時に本部基地の撤収作業を開始し、８時

に団長、総括官及び隊長が災害対策本部の

救助活動の最高責任者に対し別れの挨拶を

行い、再度感謝の言葉を受けました。

・８時（発災後１２５時間経過）を以て現地活

動を終了し、宿泊場所に向け出発しました。

� 活動結果のまとめ

８月１８日２０時から８月２２日８時までの８４

時間の現地活動期間中に、２１箇所で人命検

索活動を行い、１２名の要救助者を発見し、

８月１９日に生存救出した女性１名の他、５

名を死亡救出しました。

知事と会見の後で（左から知事、団長、軍幹部、警察本部長）

本部基地の夜景

夜間待機する外国のチーム

－１１－



人命検索活動時には時折、オーストリア

軍、フランスNGO等の外国の救助犬チー

ムと一緒になりましたが、その際には相互

に検索結果を情報交換して検索場所の絞り

込みを行うという連携活動を取りました。

また、日本のNGOの救助犬チームが、

途中から日本チームに合流し、JDRと合

同で人命検索を行うほか、独自に救助犬２

頭による一次的捜索活動を行いました。

６ 帰国

日本チームは宿泊場所を昼過ぎ出発し、２２

日はイスタンブルで１泊した後、２３日午前に

総領事館を訪問し活動状況を報告しました。

２３日午前７時過ぎ、小渕首相から激励の電

話が入り、「隊員の方々には十分安全、健康

に気をつけて欲しい」との言葉にチーム全員

が感激しました。

IRT の隊員は、同日１５時２５分、イスタンブ

ル空港を出発し、アムステルダムを経由して、

２４日１３時４０分、成田空港に全員元気に到着し

ました。

７ おわりに

今回の活動の特徴は、地震災害の規模が極

めて大きく被災地域も広大であったことから、

ヤロバ県では、死者約２，５００人、負傷者約４，５００

人（９月６日現在）という大きな被害が出ま

したが、トルコ当局は現地災害対応体勢の確

保までに若干の時間を要し、その間は日本チ

ームに対応するトルコ側の体制（カウンター

パート）が事実上ありませんでした。

このため日本チームは、当初ヤロバの地図

が入手できず地理不案内な状況の下で、災害

対策本部建物脇の中庭に陣取ったNGOとも

連携を取り、NGO経由の活動地点情報等に

ついては彼らに道案内を求めて活動地点を調

査する等の対応をとりました。

次に、ヤロバ県内の被災地域も広大で、活

動範囲も例えば１８日深夜の現場は本部基地か

ら約８km離れた地点になる等相当広域に渡

りました。

このため、日本チームは人命検索活動に重

点を置き、生存の可能性のない要救助者の救

出事案で日本チームの救助資機材では作業に

相当の時間を要することが明らかな場合には、

トルコ側の重機等を擁した救助部隊が行うよ

う地元側の理解と協力を得ることに努め、こ

のような現場では検索機器の概要を含めた検

フランスNGOチームと人命検索現場での連携活動

NGOの連絡調整本部となった中庭に集う各国救助チーム

被災地の情景
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索活動の内容と結果を丁寧に説明しました。

この結果、多くの地点での人命検索が行え、

生存者救出に結びついたと考えます。

一方、こうした現場での説明により、日本

チームの資機材への地元の関心が高まり、本

部基地を訪ねる地元マスコミも結構あり、取

材依頼には対応しました。

なお、今回自治省消防庁は２台の衛星携帯

電話を携行し、本部基地と、消防庁支援本部

や８km離れた活動地点等との連絡に活用し、

大きな成果を上げました。

トルコでは日本の救助チームの活動は高く

評価されており、外務省からは、９月末に在

京トルコ大使館から感謝状を贈りたいとの打

診があった旨の連絡を受けています。

最後に、今回の任務が無事完了したことは、

２４名の優れた隊員の編成にご尽力いただいた

各消防機関幹部の皆様、後方支援体制を組み

各隊員の心強い支えとなった皆様、及び各隊

員の突然の派遣に伴い生じた補完業務にご協

力いただいた多くの職場仲間の皆様のお力添

えによるものであることを記して、概要報告

を終わります。

８ 後日談

９月の末に、トルコの地震災害に出動した

JDR救助チームの活動に関する新聞の論説

記事が新聞に掲載されましたが、そのことに

関し、国際緊急救助隊派遣法を所管する外務

省の国際緊急援助室から以下の広報が行われ

ていますので紹介します。

緊急援助隊の活動体制については、まだまだ

種々の改善が必要なことは言を待ちません。皆

様のご意見を歓迎いたしますが、幾つか批判さ

れている点については以下のとおり私共なりの

理解をお知らせしておきたいと思います。

１．緊急援助隊の水と食料について

通常、水、食料は、国際協力事業団が本邦

で購入、携行する建前となっているが、限ら

れた時間の中で十分な量を揃えることが困難

な場合には現地購入することとなる。

トルコ派遣の緊急援助隊・救助チームの場

合、一刻の猶予も許されない派遣であり、水、

食料については、現地調達することとし、被

災地に入る直前の段階で調達した。

２．隊員の宿舎について

通常、緊急援助隊は、活動する被災地にお

いて、既存の宿泊施設が利用可能であれば同

施設に宿泊し、利用できない、又は存在しな

い場合には、本邦より携行するテントないし

車両内等での宿泊となる。

トルコ派遣の緊急援助隊・救助チームは、

地震発生の翌日１８日午後８時に被災地到着、

その後直ちに活動を開始し、翌１９日夜まで夜

を徹して被災者の捜索、救助にあたった。

１９日以降は、対策本部から最も近い場所に

確保できたホテル（注）に宿泊したが、朝は

６時半にはホテルを出発している。

（注）HOTEL KERVANSARAY TERMAL（ホ

テル・ケルバンサライ・ターマル）

３．緊急援助隊の携行したハイテク機器につい

て

緊急援助隊・救助チームは、効率的な救助

活動を行うため、本邦より各種資機材を携行

している。

活動に際し、機器の機能を知らない人々に

とっては、日本チームが何をやっているか分

トルコ地震災害派遣国際緊急援助隊について

平成１１年９月３０日
国際緊急援助室
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からず、特に高度に反応する探査装置を使用

する場合は、一定範囲内の音声を遮断する必

要があり、そのためには現場の他の作業を一

時中断したり、一定の距離を退去してもらう

等現場リーダーや住民の理解と協力が必要で

あり、チームとしてはこれらの人々への説明

を心がけている。

（参考）緊急援助隊・救助チームの携行資機材

棒カメラ、ファイバースコープ、電磁波

探査装置（通称シリウス、電磁波をがれき

内に照射し、閉じこめられた被災者の心臓

の鼓動を捉え捜索するもの）、熱画像直視

装置（赤外線により熱源を捉え、見えない

被災者の存在を確認するもの）、地中音響

探知機（微少な被災者の鼓動、呼吸音、音

声等を捉え、捜索するもの）等

４．緊急援助隊の捜索活動の特色について

しらみつぶしに被災者を捜索する手法とは

違い、トルコ派遣の日本の救助チームの場合

は種々の検索機器を有していたが比較的小規

模人数であったので、隊員を一次的捜索活動

に分散し参加させるよりも、NGO、ボラン

ティア等の一次的捜索に基づき、ポイントを

絞った形で協力する方法を採った。

５．チームの撤収時期について

我が国が他国に先駆けては約撤収しようと

した事実はなく、２１日の夜、軍の現地最高指

揮官が、外国チームを一堂に集め、挨拶とこ

れまでの活動に対する謝意表明を行ったので、

その段階で各国とほぼ同時的に引き上げるこ

とを決定した。なお、外国チームの調整役を

任じていたオーストリアチームのリーダーよ

り、最後の機会であるとして、徹夜の一斉捜

索への参加方呼びかけがあったので、日本チ

ームも徹夜で参加し、その上で２２日に現地を

発った。

１ はじめに

$ 総出火件数は３，２１０件の増加

平成１１年上半期における総出火件数は

３２，１６３件であり、前年同期と比べますと、

３，２１０件の増加ですが、平成７年から同１０

年までの同期の平均と比べますと、１，０５１

件（３．２％）の減少となります。

火災種別ごとにみますと、建物火災は５２９

件、林野火災は８５２件、車両火災は２８３件、

船舶火災は２件それぞれ増加し、航空機火

災は１件減少しています。

% 火災による死者は３４人、負傷者は４４人そ

れぞれ減少

火災による死者は１，２０９人で、前年同期

と比べますと３４人の減少です。

火災種別ごとにみますと、建物火災では

８３５人、林野火災では９人、車両火災では

１３３人、船舶火災では１人、その他火災で

は２３１人の死者が発生しています。

火災による負傷者は４，００２人で、前年同

期と比べますと４４人の減少です。

火災種別ごとにみますと、建物火災では

３，４５７人、林野火災では８５人、車両火災で

は１３９人、船舶火災では６人、その他火災

では３１５人の負傷者が発生しています。

& 火災による死者（爆発を除く）の４４．２％

が乳幼児及び高齢者

爆発を除いた火災による死者１，２０２人に

ついて年齢層別にみますと、乳幼児及び高

齢者が５３１人（４４．２％）となり、建物火災

平成１１年上半期（１月～６月）における火災の概要（概数）

について

防災情報室
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の死者８３１人においては、４４９人（５４．０％）

を占めています。

' 建物火災の死者のうち、住宅での死者は

８８．３％

建物火災における死者８３５人のうち、住

宅（戸建住宅、共同住宅、併用住宅）にお

ける死者は７３７人（８８．３％）です。

( 出火原因の第１位は「放火」、続いて「た

ばこ」、「放火の疑い」

全火災３２，１６３件を出火原因別にみますと、

「放火」３，７６３件（１１．７％）、「たばこ」３，７０４

件（１１．５％）、「放 火 の 疑 い」２，８３０件

（８．８％）、「こんろ」２，８１８件（８．８％）、「た

き火」２，３３９件（７．３％）、「火あそび」１，３３８

件（４．２％）の順となっています。

放火及び放火の疑いによる火災は総出火

件数の２割を超え、依然増加傾向を示して

おり、消防庁におきましては、本年の「秋

季全国火災予防週間」におきましても、放

火火災予防対策に特に重点的に取り組むこ

ととしています。

爆発を除いた火災について、火災種別ご

とにみますと、建物火災１７，６５９件にあって

は、「こ ん ろ」２，７６４件（１５．７％）、「た ば

こ」２，０２０件（１１．４％）、「放 火」１，８３０件

（１０．４％）、「ストーブ」１，２８２件（７．３％）、

「放火の疑い」１，１５５件（６．５％）の順とな

っています。

林野火災２，０９９件では、「たき火」５７４件

（２７．３％）、「たばこ」３４４件（１６．４％）、「火

入れ」２０７件（９．９％）、「放火の疑い」１７７

件（８．４％）、「火あそび」１２８件（６．１％）

の順となっています。

車両火災３，９１０件では、「放火」５６１件

（１４．３％）、「放火の疑い」４６５件（１１．９％）、

「排気管」３７５件（９．６％）、「内燃機関」１８３

件（４．７％）、「たばこ」１７４件（４．５％）の

順となっています。

その他火災８，３４６件では、「たき火」１，３１６

件（１５．８％）、「放火」１，２９７件（１５．５％）、

「たばこ」１，１６５件（１４．０％）、「放火の疑

い」１，０２８件（１２．３％）、「火あそび」６１０件

（７．３％）の順となっています。

２ 全国の概況

$ 出火件数

平成１１年上半期における総出火件数は

３２，１６３件で、これは、１日当たり約１７８件、

約８分に１件の火災が発生したことになり

ます。

これを火災種別ごとにみますと、以下の

とおりです。

建物火災 １７，７１９件（５５．１％）

林野火災 ２，０９９件（６．５％）

車両火災 ３，９１４件（１２．２％）

船舶火災 ６５件（０．２％）

航空機火災 １件（０．０％）

その他火災 ８，３６５件（２６．０％）

また、それぞれを前年と比べますと、以

下のとおりとなります。

総出火件数 ３，２１０件（ １１．１％） 増加

建物火災 ５２９件（ ３．１％） 増加

林野火災 ８５２件（ ６８．３％） 増加

車両火災 ２８３件（ ７．８％） 増加

船舶火災 ２件（ ３．２％） 増加

航空機火災 １件（－５０．０％）減少

その他火災 １，５４５件（ ２２．７％） 増加

% 死傷者数

平成１１年上半期における死者数は１，２０９

人、負傷者は４，００２人で、これは、１日あ

たり死者が６．７人、負傷者が２２．１人それぞ

れ発生したことになります。また、死者は、

火災２６．６件に１人、負傷者は８．０件に１人

発生したことになります。

死者数、負傷者数についてそれぞれ前年

と比べますと、以下のとおりです。

死者 ３４人（－２．７％）減少

負傷者 ４４人（－１．１％）減少

& 火災による損害

火災による損害については、以下のとお

りです。
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焼損棟数 ２４，１５１棟（ １３３棟／１日 １．４棟／件）

り災世帯数 １６，８３８世帯（ ９３世帯／１日１．０世帯／件）

建物焼損床面積 ８６５，０７１�（ ４，７７９�／１日４８．８�／件）

建物焼損表面積 ９９，２４３�（ ５４８�／１日 ５．６�／件）

林野焼損面積 １０２，１７７ａ（ ５６５ａ／１日４８．７ａ／件）

損害額 ７４６億１，３８９万円（４億１，２２３万円／１日２３２万円／件）

これらを前年と比べますと、それぞれ以

下のとおりとなります。

焼損棟数 ８５５件（ ３．７％） 増加

り災世帯数 ５２７世帯（ ３．２％） 増加

建物焼損床面積 ６，４８１�（－０．７％）減少
建物焼損表面積１４，３５９�（１６．９％） 増加

林野焼損面積 ３９，０４６ａ（６１．８％） 増加

損害額 ６６億６，０９７万円（－８．２％）減少

３ 建物用途別にみた火災発生状況

建物火災１７，７１９件を建物用途別にみます

と、以下のとおりです。

なお、比率については、端数処理の関係

上、合計値が１００％とならない場合があり

ます。（以下同じです。）

住宅 ７，０５５件（３９．８％）

共同住宅 ２，５０８件（１４．２％）

工場 １，１６０件（６．５％）

複合用途（特定） １，０５６件（６．０％）

併用住宅 ８４１件（４．７％）

倉庫 ６６２件（３．７％）

複合用途（非特定） ５２８件（３．０％）

事務所 ４２６件（２．４％）

飲食店 ３４３件（１．９％）

物品販売店舗 ２７０件（１．５％）

その他の用途の建物火災 ２，８７０件（１６．２％）

その他の用途には、学校、旅館、神社・

寺院、病院、駐車場、遊技場、社会福祉施

設、公会堂、料理店、停車場、幼稚園、公

衆浴場、キャバレー、文化財、図書館、劇

場、地下街、特殊浴場及びスタジオ等があ

ります。

４ 出火原因別にみた火災発生状況

$ 全火災

全火災３２，１６３件を出火原因別にみますと、

以下のとおりです。

放火 ３，７６３件（１１．７％）

たばこ ３，７０４件（１１．５％）

放火の疑い ２，８３０件（８．８％）

こんろ ２，８１８件（８．８％）

たき火 ２，３３９件（７．３％）

火あそび １，３３８件（４．２％）

ストーブ １，３０７件（４．１％）

火入れ ７６９件（２．４％）

電灯・電話等の配線 ６６７件（２．１％）

マッチ・ライター ５８３件（１．８％）

焼却炉 ５０６件（１．６％）

配線器具 ４７２件（１．５％）

電気機器 ４２４件（１．３％）

排気管 ４１４件（１．３％）

風呂かまど ３８２件（１．２％）

その他 ５，７９６件（１８．０％）

不明・調査中 ４，０５１件（１２．６％）

% 建物火災（爆発を除く）

爆発を除く建物火災１７，６５９件を出火原因

別にみますと、以下のとおりです。

こんろ ２，７６４件（１５．７％）

たばこ ２，０２０件（１１．４％）

放火 １，８３０件（１０．４％）

ストーブ １，２８２件（７．３％）

放火の疑い １，１５５件（６．５％）

火あそび ５７３件（３．２％）

電灯・電話等の配線 ５１０件（２．９％）

たき火 ３９７件（２．２％）

配線器具 ３７６件（２．１％）

風呂かまど ３７３件（２．１％）

電気機器 ３０４件（１．７％）

マッチ・ライター ２８３件（１．６％）

灯火 ２８２件（１．６％）

溶接機・切断機 ２２７件（１．３％）

煙突・煙道 ２１７件（１．２％）

その他 ２，７９６件（１５．８％）

不明・調査中 ２，２７０件（１２．９％）

& 林野火災（爆発を除く）

爆発を除く林野火災２，０９９件を出火原因
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別にみますと、以下のとおりです。

たき火 ５７４件（２７．３％）

たばこ ３４４件（１６．４％）

火入れ ２０７件（９．９％）

放火の疑い １７７件（８．４％）

火あそび １２８件（６．１％）

放火 ７３件（３．５％）

焼却炉 ２９件（１．４％）

マッチ・ライター ２６件（１．２％）

取灰 ６件（０．３％）

煙突・煙道 ４件（０．２％）

溶接機・切断機 ４件（０．２％）

電灯・電話等の配線 ２件（０．１％）

こんろ ２件（０．１％）

排気管 ２件（０．１％）

内燃機関 １件（０．０％）

その他 １７０件（８．１％）

不明・調査中 ３５０件（１６．７％）

' 車両火災（爆発を除く）

爆発を除く車両火災３，９１０件を出火原因

別にみますと、以下のとおりです。

放火 ５６１件（１４．３％）

放火の疑い ４６５件（１１．９％）

排気管 ３７５件（９．６％）

内燃機関 １８３件（４．７％）

たばこ １７４件（４．５％）

衝突の火花 １６４件（４．２％）

マッチ・ライター １１５件（２．９％）

電気装置 １０９件（２．８％）

電気機器 ８８件（２．３％）

配線器具 ５３件（１．４％）

たき火 ４７件（１．２％）

電灯・電話等の配線 ４０件（１．０％）

火あそび ２６件（０．７％）

焼却炉 ２３件（０．６％）

溶接機・切断機 ２０件（０．５％）

その他 ８４２件（２１．５％）

不明・調査中 ６２５件（１６．０％）

( 船舶火災（爆発を除く）

爆発を除く船舶火災６４件を出火原因別に

みますと、以下のとおりです。

排気管 ６件（９．４％）

溶接機・切断機 ５件（７．８％）

放火の疑い ５件（７．８％）

配線器具 ４件（６．３％）

電灯・電話等の配線 ３件（４．７％）

電気機器 ３件（４．７％）

内燃機関 ２件（３．１％）

焼却炉 ２件（３．１％）

マッチ・ライター ２件（３．１％）

電気装置 ２件（３．１％）

こんろ ２件（３．１％）

火あそび １件（１．６％）

たき火 １件（１．６％）

その他 １３件（２０．３％）

不明・調査中 １３件（２０．３％）

) 航空機火災（爆発を除く）

爆発を除く航空機火災１件の出火原因に

ついては、現在調査中です。

* その他火災（爆発を除く）

爆発を除くその他火災８，３４６件を出火原

因別にみますと、以下のとおりです。

たき火 １，３１６件（１５．８％）

放火 １，２９７件（１５．５％）

たばこ １，１６５件（１４．０％）

放火の疑い １，０２８件（１２．３％）

火あそび ６１０件（７．３％）

火入れ ４７９件（５．７％）

焼却炉 ２６１件（３．１％）

マッチ・ライター １５０件（１．８％）

電灯・電話等の配線 １１２件（１．３％）

溶接機・切断機 １０７件（１．３％）

取灰 ４１件（０．５％）

配線器具 ３８件（０．５％）

電気装置 ３０件（０．４％）

電気機器 ２７件（０．３％）

こんろ ２７件（０．３％）

その他 ８７６件（１０．５％）

不明・調査中 ７８２件（９．４％）

+ 爆発のみの火災
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爆発のみの火災８４件を出火原因別にみま

すと、以下のとおりです。

こんろ ９件（１０．７％）

溶接機・切断機 ８件（９．５％）

マッチ・ライター ７件（８．３％）

炉 ４件（４．８％）

たき火 ４件（４．８％）

ストーブ ４件（４．８％）

焼却炉 ３件（３．６％）

電気機器 ２件（２．４％）

放火 ２件（２．４％）

たばこ １件（１．２％）

風呂かまど １件（１．２％）

その他 ２９件（３４．５％）

不明・調査中 １０件（１１．９％）

５ 死傷者の発生状況

$ 火災種別死者発生状況

全死者１，２０９人について火災種別ごとに

みますと、以下のとおりです。

建物火災 ８３５人（６９．１％）

林野火災 ９人（０．７％）

車両火災 １３３人（１１．０％）

船舶火災 １人（０．１％）

航空機火災 ０人（ ― ）

その他火災 ２３１人（１９．１％）

% 建物用途別死者発生状況

建物火災における死者８３５人を建物用途

別にみますと、以下のとおりです。

住宅 ５６５人（６７．７％）

共同住宅 １３１人（１５．７％）

併用住宅 ４１人（４．９％）

複合用途（非特定） ２４人（２．９％）

複合用途（特定） ２２人（２．６％）

工場 ８人（１．０％）

事務所 ４人（０．５％）

旅館 ４人（０．５％）

倉庫 ４人（０．５％）

神社・寺院 １人（０．１％）

病院 １人（０．１％）

その他の用途の建物火災３０人（３．６％）

その他の用途には、幼稚園、航空機格納

庫、停車場、図書館、特殊浴場、スタジオ、

地下街、準地下街及び文化財は含みません。

& 火災種別負傷者発生状況

全負傷者４，００２人について火災種別ごと

にみますと、以下のとおりです。

建物火災 ３，４５７人（８６．４％）

林野火災 ８５人（２．１％）

車両火災 １３９人（３．５％）

船舶火災 ６人（０．１％）

航空機火災 ０人（ ― ）

その他火災 ３１５人（７．９％）

' 建物用途別負傷者発生状況

建物火災における負傷者３，４５７人を建物

用途別にみますと、以下のとおりです。

住宅 １，６３７人（４７．４％）

共同住宅 ６４３人（１８．６％）

併用住宅 ２１１人（６．１％）

工場 １９７人（５．７％）

複合用途（特定） １９２人（５．６％）

複合用途（非特定） １２６人（３．６％）

倉庫 ６１人（１．８％）

飲食店 ５０人（１．４％）

旅館 ５０人（１．４％）

事務所 ４２人（１．２％）

その他の用途の建物火災 ２４８人（７．２％）

その他の用途には、学校、物品販売店舗、

病院、料理店、神社・寺院、社会福祉施設、

遊技場、キャバレー、公衆浴場、駐車場、

公会堂及び劇場等があります。

( 死者の発生した経過別死者発生状況

全死者１，２０９人について、死者の発生し

た経過別にみますと、以下のとおりです。

逃げおくれ ５０５人（４１．８％）

放火自殺 ４１１人（３４．０％）

着衣着火 ７８人（６．５％）

出火後再進入 １８人（１．５％）

その他 １９７人（１６．３％）

) 年齢層別死者発生状況

爆発を除く死者１，２０２人について、年齢
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層別にみますと、以下のとおりです。

６～６４歳以下 ６６８人（５５．６％）

６５歳以上 ５１７人（４３．０％）

５歳以下 １４人（１．２％）

年齢不明 ３人（０．２％）

* 複合条件による死者発生数

ア 年齢層並びに火災種別ごとの死者数

�ア ５歳以下（爆発を除く）

建物火災 １２人（８５．７％）

林野火災 ０人（ ― ）

車両火災 １人（７．１％）

船舶火災 ０人（ ― ）

航空機火災 ０人（ ― ）

その他火災 １人（７．１％）

�イ ６～６４歳以下（爆発を除く）

建物火災 ３７９人（５６．７％）

林野火災 ０人（ ― ）

車両火災 １２５人（１８．７％）

船舶火災 ０人（ ― ）

航空機火災 ０人（ ― ）

その他火災 １６４人（２４．６％）

�ウ ６５歳以上（爆発を除く）

建物火災 ４３７人（８４．５％）

林野火災 ９人（１．７％）

車両火災 ７人（１．４％）

船舶火災 ０人（ ― ）

航空機火災 ０人（ ― ）

その他火災 ６４人（１２．４％）

イ 年齢層及び建物用途別死者数

�ア ５歳以下（爆発を除く）

共同住宅 ６人（５０．０％）

住宅 ５人（４１．７％）

複合用途（特定） １人（８．３％）

�イ ６～６４歳以下（爆発を除く）

住宅 ２３０人（６０．７％）

共同住宅 ７５人（１９．８％）

併用住宅 １９人（５．０％）

複合用途（非特定）１８人（４．７％）

複合用途（特定） ９人（２．４％）

旅館 ４人（１．１％）

倉庫 ２人（０．５％）

事務所 ２人（０．５％）

工場 ２人（０．５％）

病院 １人（０．３％）

その他 １７人（４．５％）

�ウ ６５歳以上（爆発を除く）

住宅 ３２９人（７５．３％）

共同住宅 ４８人（１１．０％）

併用住宅 ２２人（５．０％）

複合用途（特定） １１人（２．５％）

複合用途（非特定） ６人（１．４％）

工場 ４人（０．９％）

倉庫 ２人（０．５％）

神社・寺院 １人（０．２％）

事務所 １人（０．２％）

その他 １３人（３．０％）

ウ 年齢層及び死者の発生した経過別死者

数

�ア ５歳以下（爆発を除く）

逃げおくれ １０人（７１．４％）

着衣着火 １人（７．１％）

放火自殺 １人（７．１％）

出火後再進入 ０人（ － ）

その他 ２人（１４．３％）

�イ ６～６４歳以下（爆発を除く）

放火自殺 ３３７人（５０．４％）

逃げおくれ １９９人（２９．８％）

着衣着火 ２１人（３．１％）

出火後再進入 ６人（０．９％）

その他 １０５人（１５．７％）

�ウ ６５歳以上（爆発を除く）

逃げおくれ ２９０人（５６．１％）

放火自殺 ７３人（１４．１％）

着衣着火 ５６人（１０．８％）

出火後再進入 １２人（２．３％）

その他 ８６人（１６．６％）
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１ 趣旨・背景

� 消防用設備等を構成する主要部の材質に

ついては、その性能、品質等の確保を図る

ため、消防法令において技術上の基準が定

められている。このうち、特に機械的強度、

耐熱性、耐食性を要する部分については、

原則として鋼材等の金属材料を使用するこ

ととされているが、近年の新素材に係る研

究開発の進展により、消防用設備等の材料

の分野においても、ポリブテン等合成樹脂、

ガラス繊維強化プラスチック等複合材料な

どの新素材の円滑な導入が求められている。

このような状況を踏まえ、新技術の円滑

な導入、設置・維持コストの低減に資する

ため、使用が見込まれる部位を想定した物

性試験、実大規模の空間における燃焼実験

を実施して、新素材を消防用設備等の材料

として使用する場合の条件等について研究

を行ったものである。

� 本研究は、平成１０年度「環境・科学技術

・情報通信等経済構造改革特別措置」によ

る予算額６３，２７３千円（当初）で、平成１０年

４月～平成１１年３月の単年度のスケジュー

ルにより実施した。また、研究の実施に当

たっては、学識経験者等から構成される「新

素材の消防用設備等活用調査研究委員会」

（委員長：平野敏右東京大学教授）を設置

して、各種調査、実験、検討を行った。

２ 消防法の技術基準の概要及び検討方針

本研究の前提となる消防法の技術基準の概

要、新素材の導入に係るニーズ等の調査（ア

ンケート調査先：強化プラスチック協会、日

本プラスチック工業連盟、日本消火装置工業

会その他関係団体）、これらの内容を踏まえ

た検討方針のとりまとめを行った。

３ 新素材の使用に係る関係データ等の調査・

分析

新素材の使用に係る関係データ等として、

�一般的な新素材の種類、性状等、�一般的
に実施されている物性試験等の方法、�消防
用設備等の分野において実施されている試験

方法等、�新素材の消防用設備等への使用に
係る過去の研究事例について、調査・分析を

行った。この結果、物理化学的性質（組成、

融点、沸点等）や機械的強度（引張強度、曲

げ強度等）と比較すると、熱的特性（耐熱性、

燃焼性、加熱時の機械的強度の変化等）、特

に火災を想定した強熱を伴うものに係るデー

タ、試験方法等は、一般的に少ない状況にあ

ることが判明した。

４ 水系消火設備に用いる合成樹脂管等に係る

物性試験

$ 物性試験の概要

ア 新素材の導入に係るアンケート調査の

結果、ニーズの高い水系消火設備等の配

管等への合成樹脂管等の使用について、

その条件の具体化に資することを目的と

して、物性試験を実施した。

イ 物性試験に供する合成樹脂管等は、給

排水用の配管などの他分野において一般

的に使用されているものを選択した（塩

化ビニル系：２種類、ポリブテン系：１

種類、ポリエチレン系：４種類、FRP

系：１種類の合計８種類）。

ウ 物性試験の項目及び方法は、性能評定、

新素材の消防用設備等活用調査検討報告書（平成１０年度）

の概要について

予 防 課

－２０－



米国のUL規格等の内容をベースとした。

具体的には、耐圧試験、漏れ試験、破壊

試験、水撃圧試験、長期静水圧試験、繰

り返し温度試験、曲げ試験、押し潰し試

験、耐圧衝撃性試験、引張強度試験及び

等価管長試験の１１項目を実施した。

% 結果・考察

ア 試験の実施状況、各試料の試験結果は、

全般的に良好であった。

イ 物性試験の方法について、実施上の不

具合や想定外の点がいくつか生じたこと

から、その改善策をとりまとめた。

ウ 今回使用した合成樹脂管等について、

一連の物性試験の結果から、材質（塩化

ビニル系、ポリブテン系、ポリエチレン

系、FRP 系）、構造（接着工法、メカニ

カル接続、電気融着工法、ガラステープ

接合）等による特性を考察した。

また、従前から用いられている鋼管等

と特性が異なること、一部の試験項目に

ついて不適合となった事項が存したこと

等から、水系消火設備の配管等として用

いる場合の留意点をとりまとめた。

５ 水系消火設備に用いる合成樹脂管等に係る

燃焼実験

$ 燃焼実験の概要

ア 新素材の導入に係るアンケート、関係

データ等の調査・分析結果を踏まえ、物

性試験に供した合成樹脂管等のほか、同

じくアンケートにおいてニーズの高かっ

た合成樹脂製の消火栓箱等について、火

災時の耐熱性や燃焼性を確認することを

目的として、実大規模の燃焼実験を実施

した（場所：日本消防検定協会）。

イ 燃焼実験に供する試料は、次により選

択した。

○ 水系消火設備の配管等：物性試験に

供した合成樹脂管等（塩化ビニル系：

２種類、ポリブテン系：１種類、ポリ

エチレン系：３種類、FRP 系：１種

類の合計７種類）

○ 屋内消火栓箱等：市販されており、

他分野等において一般的に使用されて

いる合成樹脂及びこれをベースとした

複合材料（難燃アクリル板、繊維強化

ポリエステル板、硬質塩化ビニル板、

繊維強化フェノール板）。

ウ 燃焼実験の項目は、�ガスバーナーを
用いた加熱実験、�木材クリブを用いた
消火実験とした。

○ ガスバーナーを用いた加熱実験：ガ

スバーナーを用いた拡大火災模型

（������、最大発熱量３MW）によっ
て、実験場の各部分や実験試料がどの

ような影響を受けるか確認することを

目的とするものであり、温度、放射熱、

実験試料の変形・破壊等の有無、比較

用スプリンクラーヘッドの作動状況等

の確認を行った。

○ 木材クリブを用いた（消防用設備等

の分野における）標準的な消火模型を

燃焼させてみて、合成樹脂管等を使用

したスプリンクラー設備により実際に

消火することができるか確認すること

を目的とするものであり、温度、放射

熱、実験試料の変形・破壊等の有無、

スプリンクラー設備の作動状況等の確

認を行った。

% 結果・考察

ア 試験の実施状況、測定データ（温度、

放射熱等）は、全般的に良好であった。

イ 火災時における試料の熱的影響に係る

一般的事項について、主として伝熱工学

的観点から考察を行い、今回の燃焼実験

の諸条件（火源の種類、火源からの距離、

火源からの遮へい条件等）との関係を整

理した。

ウ 試料の受熱量に直接影響する実験場各

部分の温度上昇について、関係する因子
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ごとに整理・分析を行った。

エ 今回使用した合成樹脂管等及び消火栓

箱等について、一連の燃焼実験の結果か

ら、個別の試料に依存しない共通的な傾

向、材質、構造等による特性を考察した。

また、従前から用いられている鋼管等

と特性が異なること、一部の試験項目に

ついて不適合となった事項が存したこと

等から、消防用設備等として用いる場合

の留意点をとりまとめた。

オ 火災時の標準的な設計値について、次

のような設定方法を提案した。

○ 想定火源：建設省総合技術開発プロ

ジェクト等をベースとした拡大火災模

型（������等）
○ 火災時における当該部位への熱入

力：�熱気流温度→二層ゾーンモデル、
Alpert の式、�放射エネルギー→Stefan
-Boltzmann の式、�遮へい物等の影響
→熱伝達に係る関係式等

６ 消防用設備等への新素材の活用のあり方

� 材質規定の趣旨の明確化を図るとともに、

消防用設備等の部位ごとに�要求される性
能項目・水準の設定及び�当該性能項目ご

との試験方法の選定を行い、�新素材を消
防用設備等に使用する場合の条件として技

術基準上明確化を図ることにより、防火安

全性を確保しつつ、新素材の消防用設備等

への円滑な導入が可能となる旨の基本的な

考え方をとりまとめた。

また、�消防用設備等全般に共通する性
能項目・水準、要求性能の確認方法につい

て整理するとともに、�特に水系消火設備
の配管等について具体化を図った。

� 材質規定の存する消防用設備等の部位に

ついて、新素材の円滑な導入を図るために

は、消防法令の技術基準に前�の手法を位
置づける必要があることから、導入に係る

方針を次のとおりとりまとめた。

ア 現行基準については、関係者にとって

メリットとなる面も存することから、「具

体的な例示仕様」との位置づけで、選択

可能なメニューの１つとして温存する。

イ 新たに追加されることとなる性能に応

じた設計条件についても、前�の手法を
直接的に適用した「詳細設計手法」のほ

か、（一定の安全率を加味のうえ簡略化

を図った）「簡易設計手法」をメニュー

として用意する。

�設置時の機能確保 �平常時の機能維持 �火災時の機能維持 �火災時の危害防止
＜一般的に消防用設備等に要求される性能＞

＜消防用設備等の技術基準＞（＝防火安全上の必要性が高い事項）

＜材質規定＞

○消防防用設備等の配置

○消防設備等の施工方法

○消防用設備等の作動特性 等

○機械的強度

○耐食性

○耐熱性

等の物性を担保→

�要求される性能項目・水準の設定
�当該性能項目ごとの試験方法の選定
�新素材の使用条件として技術基準上明確化

により新素材の

円滑な導入が可

能となる
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ウ 新素材を使用した消防用設備等の部位

のうち、�所要の性能を有することが確
認されたものであって、�当該データが
明らかにされているとともに、�汎用性
が高いものについては、ガイドライン的

に例示仕様として公表していくことも必

要である。

７ 後の課題

本委員会における研究により、消防用設備

等への新素材の活用に係る基本的な考え方及

び水系消火設備の配管等への新素材の使用条

件をとりまとめることができたが、�経年劣
化等に対する耐久性の確認方法、�熱的入力
の標準値の設定等の点で課題が存する結果と

なった。

今後、新素材の消防用設備等への使用条件

を具体化するに当たっては、これらの課題に

ついて更に検討を進める必要がある。

１ はじめに

「地域衛星通信ネットワーク」は、全国の

地方公共団体における防災情報、行政情報及

び地域情報の伝達機能の拡充強化を図ること

を目的として設立され、その機能は、電話、

ファクシミリ、データ伝送、映像送受信等多

岐にわたっています。平成３年１２月に運用を

開始してから約８年が経過し、平成１１年３月

末現在３６都道府県がネットワークに加入し、

地球局総数は３８００局を超えるに至っています。

また、行政情報及び地域からの映像情報に関

するネットワークの利用も、各団体の実情に

応じて、次第に活発化しています。

しかしながら、通信・放送技術の進展は著

しく、これに伴うシステムの合理化、効率化、

新たな活用の方法等について、具体的な検討

が近い将来必要になるものと考えます。この

ため自治省消防庁では、財団法人自治体衛星

通信機構に、次世代衛星通信システムを活用

した防災情報通信ネットワークの検討を委託

しました。同機構では衛星通信システムによ

る次世代防災・行政情報通信ネットワークに

ついて調査研究委員会を設置し、都道府県を

対象に、これまでの利用及び運用の経験を踏

まえ、現状について統一的な調査を行い、問

題点、課題等を把握するとともに、併せて今

後の利用及び運用、管理のあり方について検

討を行いました。

その報告書の概要を以下に示します。

２ 報告書の概要

� 地域衛星通信ネットワークの概要

ア 地域衛星通信ネットワークが有する機

能

�ア 電話、ファクシミリ（個別通信回

線）

ネットワーク内全地球局間で交信す

る機能

�イ 一斉指令回線

都道府県庁局から管内地球局へ同時

に同じ内容の情報を送信する機能

�ウ パケット型データ通信

都道府県単位で、都道府県庁局と管

内地球局間のデータ交換専用の伝送路

を設定する機能

�エ デジタル準動画送信

次世代衛星通信システムを活用した防災情報通信ネットワ

ークの検討報告書の概要について

防災情報室
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地球局数�
回線数�
発呼数�
映像件数�

地球曲数�
回線数�

上段：発 呼 数�
下段：映像件数�

発呼数� 映像件数�

回線数�

地球局�

平成3年� 4 5 6 7 8 9 10

1,600,000
800

1,200,000
600

800,000
400

400,000
200

0
0

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

６４kbps 及び３８４kbps の準動画を、そ

の機能を持つ都道府県庁局、車載局等

の間で送受信する機能

�オ アナログ画像送信

テレビと同様の動画を都道府県庁局

及び車載局からネットワーク内全地球

局へ送信する機能

イ ネットワーク整備の推移と現状

平成１１年３月末においては、３６都道府

県が当該ネットワークに参加しており、

整備状況は順調に推移していると考えま

す。また、同ネットワークの利用件数等

も、年々増加しています。

地球局数及び利用状況等の年度別推移

を第１図に示します。

ウ ネットワークを構成する地球局の種類

�ア 都道府県庁局：都道府県庁に設置さ

れている地球局

�イ 都道府県支部局：都道府県の出先機

関に設置されている地球局

�ウ 市町村局：市役所及び町村役場に設

置されている地球局

�エ 消防局：市町村又は組合立の消防施

設に設置されている地球局

�オ その他局：地方公共団体以外の防災

に関係する機関に設置されている地球

局

衛星系ネットワークの地球局の大部分

はVSAT局（超小型地球局：Very Small

Aperture Terminal）であり、全体の９６％

を占めている。

� アンケート調査結果によるネットワーク

の現状について

本調査研究委員会は、まず、各地方自治

体の防災情報ネットワークの現状を把握し、

将来の衛星通信ネットワークの進むべき方

向について検討を行うこととしました。

平成１０年度は、各都道府県を対象にアン

ケートを実施し、各都道府県における当該

ネットワークの現状調査及び将来のあるべ

き姿、要望等を取りまとめることができま

した。

以下にアンケート調査項目を示します。

ア デジタル通信関係

第１図 地球局数、利用件数等の推移
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�ア ネットワークの構成について

�イ ネットワークの利用状況について

�ウ ネットワークの運用・保守管理につ

いて

�エ 将来構想について

イ アナログ映像関係

アナログ映像送信関係について

� 地域衛星通信ネットワークの将来構想に

ついて

アンケート調査による地域衛星通信ネッ

トワークの将来構想についての意見等を項

目別に整理し、列挙すると、次のとおりで

す。

ア データ伝送量の大量、高速化

イ システムの簡素化、機器の小型化、共

通仕様、価格の低廉化

ウ アナログ映像のデジタル化

エ 一斉指令回線の複数割当て

オ 情報、通信の動向、技術等に関する情

報提供又は研修

カ １．５Mbps によるデジタル画像の採用

キ 可搬型地球局の局数制限の緩和

ク 回線数の増加

ケ 全国一斉同報の利用方法の周知、活用

このうち意見、要望が比較的多く、かつ

技術的な調整・研究を必要とし、その結果

次第では新設備の導入あるいは設備の置換

といったシステム全般に影響を及ぼすと思

われるのは、「データ伝送量の大量・高速

化」及び「アナログ映像のデジタル化」で

す。これら二つの課題について、実現の可

能性、導入に当たっての問題点、検討事項

等について以下に示します。

�ア データ伝送の高速化について

現行システムにおける個別通信回線

は、電話、ファクシミリを中心に設計

されており、音声符号化方式として

ADPCM（適応差分パルス符号変調：

Adaptive Differential Pulse Code Modu-

lation）を採用しているため、９．６kbps

の伝送速度が限度となっています。

ADPCMとは、音声に関するデータ量

を圧縮するための方式であり、個別通

信用モデムに内蔵されています。衛星

の中継器における１回線当たりの必要

な帯域幅が半分ですむことになり、２

倍の回線数をとることが可能となりま

すが、データ伝送には適応せず、逆に

大幅に伝送量が減少することとなりま

す。そこでデータ伝送量を増大させる

ためには、モデム内のADPCMを迂

回させる必要があります。その方法に

は次の三つの案（方法）が考えられま

す。

ａ 個別通信用モデムの改修

個別通信モデムに、音声かデータ

かを判定して切り替えるスイッチ部

とADPCMバイパスルートを追加し、

入力信号が音声であればADPCM

を通して変復調部に接続し、データ

であればADPCMをバイパスさせ

て直接変復調部に接続する方法

ｂ データ通信用モデムの増設

現状の設備にデータ伝送専用のモ

デムを増設する方法

ｃ データ用DAMAシステムの新設

新たに、管制局に高速データ用の

DAMA（要求時割付多元接続：De-

mand Assignment Multiple Access）

システムを新設する方法

�イ アナログ映像のデジタル化について

TV映像のデジタル化の方向は、当

然の流れであり、避けることができな

い情勢です。アナログ映像においては、

１チャンネルの帯域で１つの中継器を

すべて使用していますが、デジタル化

が実現すれば、１つの中継器で少なく

とも４チャンネル程度の帯域が確保で

き、送信電力もより小さくすむなどの

メリットがあります。
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既に、MPEG―２というデジタル化の

ための基本的な規格が国際的に定めら

れており、デジタル映像送信は実用化

の段階に入っています。このような情

況を背景に、デジタル化の導入に当た

っては、当該ネットワークの特色を踏

まえて、実現可能かつ効率的な方法を

検討しなければならないと考えます。

現時点において想定される基本的な問

題点、検討事項は以下のとおりです。

ａ デジタル化への移行時期と経過措

置について

アナログ方式からデジタル方式に

移行する場合、当然現在の設備をデ

ジタル用の送受信設備に切り替える

必要がありますが、これを各団体に

設置されている多数の地球局につい

て、短期間で一度に行うことは、事

実上不可能であると考えられます。

このため、完全にデジタル方式に切

り替えるまでは、アナログ・デジタ

ル相互の互換性の確保と両方式併存

期間と切替えの時期について具体的

な検討が必要になると思われます。

ｂ コーデック（画像符号化装置）の

統一について

現在我が国では地球局設備の製造

会社が異なると、デジタル映像のコ

ーデック即ち送受信方式も異なると

いわれています。当該ネットワーク

では多数の団体ごとに多くの地球局

が設置されており、それぞれ担当す

る企業も異なっています。同ネット

ワークのデジタル化をすべて一つの

企業で実施することは、これまでの

経緯からも事実上不可能であると考

えますが、コーデックの統一は、デ

ジタル化に当たって避けては通れな

い問題です。

３ おわりに

この調査研究では、将来構想の一部の検討

にとどまりましたが、高速データ伝送に関す

るニーズ、電気通信技術の進歩に呼応した当

該ネットワークの構築について早急に回答を

出さなければならない時期にきています。自

治省消防庁では、引き続き本年度においても

次世代衛星通信システムを活用した防災情報

通信ネットワークの検討を財団法人自治体衛

星通信機構に委託しているところです。本調

査研究委員会の成果等を踏まえた上で、今後

の更なる地域衛星通信ネットワークの高度化

を期待します。

－２６－



当組合消防は、新潟県の南西部に位置し、南

は長野県に接し、北は日本海に面しています。

地形は三方を山岳丘陵に囲まれ、中央部に頸城

平野がひらけ、一級河川「関川」を主流として

中小河川が貫流し、日本海に流れこんでいます。

また、西から南に向かって山並みが連なり、妙

高山、火打山、焼山の主峰がそびえたっていま

す。東から南にかけては、米山、尾神岳と続き、

さらに新潟・長野県境の関田山脈へと連なって

います。

春は「日本三大夜景」といわれる高田公園の

３，０００本の桜が雪国に春を告げ、夏は東洋一と

いわれる蓮が高田公園のお堀を埋め尽くします。

そして、海水浴、登山とにぎあう季節でもあり

ます。秋は紅葉、海・山の幸、冬はウインター

スポーツでにぎわい、２００２年には冬季国体が当

地で開催さます。このように四季おりおりに表

情を変えてくれる恵み豊かな自然美あふれる管

内であります。また、当組合消防の中心となる

上越市は、戦国の名将「上杉謙信公」生誕の地

であり春日山城趾をはじめ、各地に今もなお昔

の面影を残し、訪れた人々を４００年前の戦国の

世へいざなってくれます。その他、徳川家康の

６男、松平忠輝が築城した高田城、親鸞聖人上

陸の地、日本スキー発祥の地として歴史ロマン

に彩られたまちでもあります。

交通面では、南北に国道１８号線、２９２号線、

日本海に沿って国道８号線、東西に国道２５３号

線、４０５号線が走っています。また、本年１０月

３０日には上信越自動車道が全線開通となり、北

陸自動車道とは上越ジャクションで結ばれ関越

自動車道、磐越自動車道、名神高速道へと高速

交通体系が整備されました。

海上は、直江津港から佐渡島へジェットホイ

ルにより１時間でいくことができ、北海道室蘭

・岩内へのフェリーが週６便、九州博多へのフ

ェリーも同じく週６便が運行されています。

鉄道は直江津駅を中心に信越線、北陸線及び

北越北線が走り、上越新幹線、長野新幹線と結

ばれています。昨年、長野新幹線の延長となる

北陸新幹線整備工事が着工され、飛躍的な発展

が期待されるところであります。

さて、当組合消防は、昭和４７年に構成市町村

２市９町８村、管内の総面積は１，４１３．１９キロ平

方メートルの広範囲を１本部、６署、２分遣所、

１９７名の体制でスタートしました。平成９年に

は消防行政圏の再編により構成市町村の２町が

隣接の十日町地域広域事務組合に移行し、２５年

を経過した現在は１７市町村、人口２５万５千人の

住民生活の安全確保のため職員２５２名が全力を

傾注しています。

消防体制については、梯子車２台、屈折放水

塔車１台、水槽付き消防ポンプ４台、化学消防

ポンプ車３台、泡原液搬送車２台、消防ポンプ

自動車１１台、救助工作車２台、救急車１２台（内

高規格救急車４台）などの車両を配備し、本年

４月には管内４２回線ある１１９番を一局集中し、

最新の装備と機能を備えた消防緊急通信指令施

設を構築、運用開始したところであります。ま

た、装備面においては、山岳遭難、海難事故及

び水害・雪害などの自然災害、さらには石油コ

ンビナート地帯を抱え、これらに対応する資機

材を含め一層の整備充実を進めているところで

あります。

職員２５２名の平均年齢は４１．９８歳、５０歳以上の

職員が４１名と職員の高齢化が進み、このまま推

移すると８年後の平成１９年度には、平均年齢

４５．４６歳、５０歳以上の職員は１２６人と全職員の

北から南から ◆各地の消防だより

戦国の名将「上杉謙信公」と四季の万華鏡

上越地域消防事務組合消防本部 消防長 古江 国藏
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５０．４％となります。職員の増員が困難な状況の

なか、職員の高齢化対策は重要な課題となって

います。

施策・整備については、３か年ごとに組合消

防整備計画を策定し、消防力の強化を図ってい

るところであります。第９次整備計画（１２年度

～１４年度）では、厳しい財政環境のなか、効果

的・効率的な消防体制の構築を最優先と位置づ

け、質量ともに増大する救急需要に対応する救

急隊員の専従化と地方分権の時代にふさわしい

自立と責任ある行政指導のできる予防専従員の

配置を検討しております。

最後に、管内の中心部はますます都市化が進

む一方、山間地は過疎化が進み地域較差が広が

る傾向にありますが、管内全ての住民が安心し

て暮らせるまちづくりを目ざし、職員一丸とな

ってがんばっております。

暖かい地方に住んでいる方にとっては、雪と

いえばスキーやクリスマスといった楽しいイメ

ージを持たれることでしょう。雪は観光資源に

もなりますが、ひとたび大雪となると大きな災

害をもたらすことがあります。雪国で生活する

方にとっては、雪は生活面での不便をもたらす

だけでなく恐ろしい存在でもあります。

冬になると日本列島を取り囲む気候は、一般

的に西高東低の気圧配置となり、シベリア寒気

団からの季節風が、日本海の水蒸気をたっぷり

と含み、列島の背骨である山脈にぶつかること

で、日本海側を中心に豪雪をもたらします。

次の表にみられるように、雪害により毎年尊

い生命が失われており、自然災害の中でも相当

なウエイトを占めています。

一般的に、雪による被害には、大量の降雪に

よる交通障害、雪の重さによる家屋の倒壊や樹

木の折損、雪崩や融雪による洪水などがありま

す。この中でも人的被害につながりやすいのは、

雪崩によるものと屋根の雪下ろし中の転落事故

が多く、特に、雪崩が発生した場合には、一度

に多くの犠牲者が発生する場合がみられます。

昭和６１年１月２６日に、新潟県能生町で発生した

大規模な雪崩により１３名もの死者が発生したこ

とは、この典型的な例といえます。

こうした豪雪のおそれがある地域については

法律に基づいて「豪雪地帯」として、北海道、

東北地方を中心に、１０道県がその全域を、１４府

県がその一部地域を指定されています。これら

の地域について、政府としては、道路、鉄道等

の重要路線の除雪体制の強化、雪崩防止柵の整

備など地域の産業の振興及び民生の安定向上の

☆雪害に対する備え

（防 災 課）

��������������� 広 報 資 料・１２月分 ���������������

区 分 雪 害 風水害 地 震 地滑り その他

８
年

死者・行方不明者 ２８ ２０ － ３４ ２

負 傷 者 １７６ ２５４ ２８ ９ ３６

９
年

死者・行方不明者 １６ ５０ － １ ４

負 傷 者 ５３ ２１７ １２０ ５ ３１

１０
年

死者・行方不明者 ２８ ８０ － － １

負 傷 者 ３４６ ８１６ １３ － ４９
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ために総合的な豪雪対策を推進しており、また、

雪害災害に対する住民の理解と関心を深めるた

め、毎年１２月１日～７日を「雪崩防災週間」と

して各種行事を実施しています。

消防庁では、都道府県と市町村が定める地域

防災計画の中で、災害発生のおそれがあるとき

に気象情報や防災上必要な情報をできるだけ早

く収集し、住民に迅速かつ正確に伝達し、また、

避難の指示等を的確に発し、住民の方々に確実

に伝えるための情報収集伝達体制と警戒や避難

のための体制を整備するよう指導しています。

今年も、警戒を怠らずに、雪に強い安全なま

ちづくりを進めていきたいものです。

「放火」及び「放火の疑い」による火災は、

昭和６０年以降連続して出火原因のトップを占め

るとともに、平成４年以降連続して１万件を超

えています。また、放火火災の傾向としては冬

から春先及び夜間から明け方（２０時以降翌朝の

６時までの間）にかけて多く発生しています。

放火予防対策の基本は、地域住民自ら放火火

災に対する危機意識を持ち安全で住み良い街づ

くりを進めていくことであり、特に次の点に注

意し放火されない環境をつくるよう心がけまし

ょう。

○ 建物に対する放火防止

建物に放火されたケースを見ると、建物外周

部、倉庫・物置、共同住宅等の玄関ホールや階

段室等の共用部分など、侵入されやすい場所や

人気のない暗がりにおける放火が目立ちます。

侵入を防ぐという観点からは、施錠管理をき

ちんと行うこと、照明器具を設置すること、防

犯機器として市販されている侵入監視センサー

などを設置して警戒すること等が放火火災を防

止する上で有効です。また、建物の周囲に燃え

やすい物を放置せずにきちんと片づけておくよ

うにしましょう。夜間無人となる工事現場や空

き家なども、放火されるおそれが高い場所であ

ることから同様の措置を講ずるとともに、敷地

内への侵入を防ぐための囲い等の設置、巡回監

視等を行う必要があります。

○ 車両に対する放火防止

路上、建物外周部及び屋外駐車場に駐車中の

車両の荷台やボディカバーなどに放火されるケ

ース、施錠がされていない車両の内部に放火さ

れるケースなどがあります。防止対策としては、

不要意に車を放置しないことが最も重要ですが、

ボディカバーに防炎製品を使用すること、また、

駐車場に常夜灯の設置や車の施錠管理を徹底す

ることも有効です。

○ ゴミなどに対する放火防止

夜間にゴミ捨て場のゴミや放置された新聞・

雑誌等に放火されるケースが多く見られます。

夜間にゴミを出さない、放置しないなど地域

ぐるみで気をつけ合うこと、また、ゴミ集積場

所のライトアップやコンテナ化などの放火防止

対策も必要です。

○ 放火危険箇所の改善など

放火火災は、道路が狭く、死角の多いところ

や街灯などの明りが少ない場所や不要意に可燃

物が放置されている場所で多く発生しています。

このような場所を改善するため、危険箇所チ

ェック用マップ等を作成して自分の住む街を診

断し危険要因を排除するように努めること、巡

回広報等の警戒活動を実施していることをアピ

ールするといった「見せる警戒活動」を実施し

ていくことも有効です。

放火は不特定多数の人間の生命、身体及び財

産に危険をもたらす極めて悪質な犯罪です。放

火の危険から地域社会を守るためには、住民、

事業所、関係機関等が一体となって、放火され

にくい地域環境を作り出す必要があります。

☆放火による火災の防止

（予 防 課）
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地域の実状に即して、町内会、自治会、自主

防災組織、事業所、関係機関等が連携し、協力

体制を確立することによって地域全体で放火に

立ち向かうようにしましょう。

本格的な冬の到来に備え、石油ストーブなど

の暖房器具の手入れは万全でしょうか。

平成９年中におけるストーブによる火災は全

国で１，９０５件発生し、中でも石油ストーブによ

る火災は１，３３７件で最も多く、ストーブ全体に

よる火災の７０．２％を占めています。

また、ストーブによる建物火災の主な経過を

みると、可燃物との接触・落下、引火・ふく射、

使用方法の誤り、消し忘れ、機械の調整が不適

当の順となっています。

寒い時期を迎え、ストーブなどの暖房器具を

使用する機会が多くなりますが、火災を出さな

いよう、特に、次の点に注意して下さい。

１ 設置場所

・ストーブの近くに紙、衣類など燃えやすい

ものを置かないこと。

・カーテン等がストーブに接触しないように

すること。

・ストーブの上方に洗濯物を干さないこと。

・ストーブの近くでヘアスプレー等の引火の

危険があるものは使用しないこと。

２ 使用方法

・取扱説明書をよく読んで正しい使用方法で

使用すること。

・石油ストーブ等に灯油を補給する場合は、

石油ストーブ等の火は必ず消し、溢れ出な

いように注意しながら、給油中はその場を

絶対に離れないこと。

・カートリッジタンク式のものは、給油後、

タンクのふたを確実に締め、漏れのないこ

とを確認すること。

・石油ストーブ等に誤ってガソリンを給油し

ないように注意すること。なお、灯油とガ

ソリンは、色や臭いで区別することができ

る。

ア 色による区分

ガソリン…オレンジ系色、灯油…無色透明

イ 臭いによる区分

ガソリン、灯油は、それぞれ特徴のあ

る臭いを有しているので、灯油を購入し

た際、いつもと違う臭いがする場合は注

意する。

・ストーブは対震自動消火装置付きのものを

使用すること。

３ 点火及び消火の確認

・点火後は、炎の調節を行い、正常に燃焼し

ていることを確認すること。

・就寝時、外出時には、必ず完全に消火して

いることを確認すること。

４ 設置方法

・地震時の振動により転倒しないよう、固定

する必要のあるストーブは、きちんと固定

すること。また、煙突がついているものは、

金属や支線等を使用して固定すること。

５ 点検・整備

・暖房シーズン前には、十分な点検・整備を

行い、安全装置等が故障している場合には、

販売店等に修理を依頼すること。

６ 危険物の保管

・灯油用の容器は金属製又はポリエチレン製

で、安全性に係る推奨マーク及び認定証が

貼付されているものなど技術基準に適合し

ているものを使用するとともに、必ず栓を

しっかり締めて密閉すること。

・保管場所は火気を使う場所から遠ざけると

ともに、直射日光を避けた冷暗所とすること。

・地震時に容器が転倒したり、落下物によっ

て容器が破損したりしないようにすること。

☆石油ストーブなどの安全な取扱い

（予防課・危険物規制課）
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平成１１年度「救急の日」及び「救急医療週間」を終えて

「救急の日」及び「救急医療週間」は、救急

医療及び救急業務に対する国民の正しい理解と

認識を深め、かつ、救急医療関係者の意識の高

揚を図るため、昭和５７年から毎年実施されてい

るもので、今年も、９月９日�の「救急の日」
をはじめ、９月５日�から９月１１日
までの「救
急医療週間」の間に、国、地方公共団体、医療

機関等を中心に次のような催しが実施されまし

た。

各消防機関では、心肺蘇生法の実技指導等応

急手当指導や救急資器材の展示、著名人による

一日救急隊長、消防音楽隊の演奏など、各地で

特色ある救急フェア・フェスティバルが実施さ

れました。

消防庁でも、各都道府県知事あてに本年度の

「救急の日」及び「救急医療週間」の実施につ

いて重点方針等を通知するとともに、啓発ポス

ターの作成・配布、インターネットによる広報、

テレビ報道等のマスコミ媒体を活用した救急救

命士制度、救急業務の紹介及び応急手当の普及

啓発を行いました。

また、９月９日から１１日までの３日間 JR東

京駅において「救急の日'９９」を開催し、９日

の開会式では鈴木消防庁長官らによるテープカ

ットをはじめ、心肺蘇生法の実演、１１日には救

急戦隊ゴーゴーファイブによる救急救命処置の

実演等を行い、多くの乗客が足を止め見学して

いました。

救急出場件数は、年々増加しており、平成１０

年中の全国の救急出場件数は３，７０２，０７５件に達

し、このことからみても今後さらに救急業務の

重要性は高まっていくものと考えられます。

このため、消防庁としても救急救命士の養成

をはじめとする救急隊員の教育訓練の推進や医

療機関との連携体制の確立、高規格救急自動車

等の救急資器材整備の促進等により、救急業務

高度化に向けた施策を実施中ですが、「救急の

日」及び「救急医療週間」等の機会を通じてよ

り多くの方々に救急業務や応急手当の重要性を

理解していただいたものと考えております。

救急救助課

��������������� 最 近 の 行 事 か ら ���������������
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救急救助技術研修研修員が消防庁を訪問

消防庁では、国際協力事業団（JICA）と協

力して、開発途上諸国の消防分野の発展に寄与

することを目的として、消防関係者に対する各

種の研修を実施していますが、その１つである

救急救助技術研修に参加されている研修員の

方々が平成１１年９月２９日
に消防庁を訪問され
ました。

救急救助技術研修は昭和６２年度に開講して以

来、本年度で１３回目になります。

本研修は消防庁において実施してきましたが、

昨年度からは、大阪市消防局が中心となって実

施しています。

今年度は当初１１名の研修員のうち、トルコか

ら来日した１名が自国の震災により残念ながら

帰国し１０名となりましたが、厳しい暑さの中に

おいても、熱心に講義や実技訓練に取り組んで

いるとの報告がありました。

（審議会室にて）

消 防 課
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第２７回日本救急医学会救急隊員部会学術総会の開催について

第２７回日本救急医学会救急隊員部会学術総会

は、平成１１年１１月１０日
～１１月１２日�の３日間
にわたり東京都新宿区の朝日生命ビル（朝日生

命ホール及び朝日生命本社５階大会議室）にお

いて次の内容により開催されることとなりまし

た。

本学会では、救急隊員部会以外の医師部会へ

参加することができ、通常聴く機会のない専門

性の高い多種多様な演題を聴くことができるた

め、救急隊員のみならず広く消防職員に参加し

ていただきたいと思います。

―第２７回日本救急医学会救急隊員部会学術総会の内容―

１ パネルディスカッション

「次世紀に期待されるプレホスピタルケア

のあり方」

救急需要の増大化をはじめとした現在の救

急業務が抱える問題点等を中心に様々な話題

を取り上げ、各方面の有識者の意見を交え２１

世紀のプレホスピタルケアについて討論しま

す。

２ シンポジウム

「プレホスピタルケアにおける呼吸管理の

問題点」

呼吸管理は最も重要なプレホスピタルケア

のひとつですが、解決すべき様々な課題も残

されています。それぞれの立場からこれらの

呼吸管理について討議します。

３ 教育講演

� 「循環器救急のポイント」
本田喬（済生会熊本病院循環器科部長）

� 「新感染症予防法と消防機関の対応につ
いて」

角田隆文（都立荏原病院感染症科医長）

� 「急性中毒の初期対応について」

吉永和正（兵庫医科大学救急部講師）

� 「脳死と臓器移植について」
田中秀治（杏林大学救急医学講師）

� 「Confined Space Medicine（瓦礫の下の
医学）」

山田憲彦（防衛庁統合幕僚会議事務局）

� 「受傷機転からみた躯幹（胸腹部）外傷」
坂本照夫（久留米大学救急医学助教授）

� 「なぜ乳酸加リンゲル液なのか」
鈴木幸一郎（川崎医科大学救急医学助教授）

それぞれの講演内容について救急隊員とし

て知っていなければならない基本的なことか

ら見落としやすいピットフォールを含めて講

演をいただきます。

４ 一般演題

� 「救急活動１～４」
� 「救急業務１～３」
� 「応急手当の普及啓発１～２」
� 「救急隊員の教育訓練、その他」
各消防機関から募集を行い、全国から６３題

採用されており、各演者からそれぞれの内容

について発表していただきます。

救急救助課

��������������� お 知 ら せ ���������������
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―スケジュール―

・１１月１０日

朝日生命ホール ９：３０～１７：２０

開会式、パネルディスカッション、教育

講演�、一般演題（救急業務１、応急手当
の普及啓発１）

朝日生命本社５階大会議室 １３：３０～１６：４０

一般演題（救急活動１，２）

・１１月１１日�
朝日生命ホール ９：００～１７：３０

教育講演�����、一般演題（救急業
務２、応急手当の普及啓発２）

朝日生命本社５階大会議室 ９：００～１６：４０

一般演題（救急活動３，４、救急業務３、

救急隊員の教育訓練）

・１１月１２日�
朝日生命ホール ９：００～１２：０５

シンポジウム、教育講演�、閉会式

平成１１年９月の通知・通達について

発 番 号 日 付 あ て 先 発信者 標 題

消防危第８１号 平成１１年
９月１０日

各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 危険物施設におけるコンピュータ西暦２０００年問
題への平成１１年６月末の対応状況等について

消防特第１５３号 平成１１年
９月１７日

関係都道府県消防主管部
長

特殊災害室長 特定事業所におけるコンピュータ西暦２０００年問
題への平成１１年６月末現在の対応状況並びに９
月末の調査について

消防危第８４号 平成１１年
９月２０日

各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 移動タンク貯蔵所等に対する立入検査の実施に
ついて

消防予第２３９号 平成１１年
９月２１日

各都道府県消防主管部長 予防課長 防炎表示を附する者の認定の基準の一部を改正
する告示等の施行について

消防予第２４０号 平成１１年
９月２１日

各都道府県消防主管部長 予防課長 非常警報設備の基準等の一部を改正する告示の
施行について

消防予第２４５号 平成１１年
９月２１日

各都道府県消防主管部長 予防課長 誘導灯及び誘導標識係る設置・維持ガイドライ
ンについて

消防予第２４６号 平成１１年
９月２１日

各都道府県消防主管部長 予防課長 誘導灯及び誘導標識係る技術基準の改正に伴う
消防法令の運用について

消防情第１８７号 平成１１年
９月２１日

各都道府県消防防災主管
部長

防災情報室長 平成１１年上半期（１月～６月）における火災の
概要（概数）について

消防危第８５号 平成１１年
９月２２日

各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 危険物の規制に関する規制の一部を改正する省
令等の施行について

消防危第８６号 平成１１年
９月２４日

各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 危険物規制事務に係る技術上の基準における計
量単位 SI 化について

消防危第８８号 平成１１年
９月２８日

各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 「平成１０年中の危険物に係る事故の概要」の送
付について

消防危第８９号
消防特第１５８号

平成１１年
９月２８日

各都道府県消防主管部長 危険物規制課長
特殊災害室長

「危険物製造所等及び石油コンビナート等特別
防災区域における事故の報告」の一部改正につ
いて
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☆テレビによる防災キャンペーン（１１月分）☆

（平成１１年９月３０日付）

氏 名 新 旧

石 井 敏 幸 辞職
（川崎市消防局予防部保安課主査へ）

特殊災害室特殊災害専門官

（平成１１年１０月１日付）

氏 名 新 旧

小 林 英 木 特殊災害室特殊災害専門官 川崎市消防局警防部警防課主査

鈴 木 善 彰 免消防課消防団係長事務取扱 消防課主幹・消防団係長事務取扱

早 川 和 一 免兼総務課会計第二係長 総務課会計第一係長兼会計第二係長

及 川 信 総務課会計第二係長 総務課

増 田 誠 消防課消防団係長 消防課

高 橋 真 人 総務課 自治大臣官房総務課

（平成１１年１０月２日付）

氏 名 新 旧

中 � 英 樹 出向
（自治大臣官房総務課へ）

総務課

（平成１１年１０月４日付）

氏 名 新 旧

山 下 茂 辞職
（自治体国際化協会審議役へ）

消防大学校長

（平成１１年１０月５日付）

氏 名 新 旧

折 笠 竹千代 消防大学校長 宮崎県副知事

（平成１１年１０月８日付）

氏 名 新 旧

秋 葉 洋 兼防災課課長補佐
併任（科学技術庁原子力安全・防災対策室）

危険物規制課課長補佐

��������������� 消 防 庁 辞 令 ���������������

ご 存 じ で す か ～ 防 災 ミ ニ 百 科 ～

放 送 日 主 管 課 テ ー マ

１１月４日
総 務 課
防 災 情 報 室

（仮）１１月９日は「１１９番の日」
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☆地震発生時の出火防止

☆国際消防救助隊に対する理解の推進

☆国際防災の１０年に対する理解の推進

☆消防の国際協力に対する理解の推進

☆ガス機器による火災及びガス事故の防止

１０月の広報テーマ

消防庁ホームページ
http://www.fdma.go.jp

編 集 発 行

消 防 庁 総 務 課

〒１０５―８４８９東京都港区虎ノ門

２丁目２番１号

TEL ��（����）����

編 集 後 記

今年の夏は、東京では夏休み期間中の真夏日が３９日（つまり３０℃を下回っ
た日がたったの４日）、熱帯夜も３３日（昨年は１８日）もあり、昼も夜も暑い
夏となりましたが、最近では、気候も過ごしやすくなり、食欲の秋を堪能し
ている毎日です。
さて、８月のトルコ共和国の地震災害に続き、９月２１日に台湾で発生した
地震災害において、倒壊した建物等の下敷きになった被災者の救出等のため、
１１の消防本部と消防庁を合わせ４６名の国際消防救助隊（IRT）が現地に派遣
され、８日間の救助活動の任務を無事終え、帰国しました。特に、今回は被
災地との距離が近いこともあり、地震発生後、いち早く現地入りすることが
できましたが、生存者の救出はできませんでした。しかし、死者に礼を尽く
す態度や最新機材を駆使する IRT の能力は、高く評価されました。
大きな余震の続く中での救助活動は、想像を絶する状況であったと思いま
す。羽田に出迎えに行った私も隊員一人一人の顔を見るたび目頭が熱くなっ
てしまいました。本当に無事帰国する事が出来、良かったと思います。

（K.F）
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